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衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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■併設施設 老健（衣笠ろうけん）、特養（衣笠ホーム）、訪問診療クリニック 、訪問看護ステーション
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■ グループ職員数750名



葉山

横須賀

鎌倉

横浜
小田原

三浦

江の島

浦賀

富士山

箱根

港南台

衣笠病院グループ

衣笠ホーム

長瀬
ケアセンター

逗子

衣笠城址



目次

• パート１
•医療DX推進本部

•パート２
•全国医療情報プラットフォームと
地域医療情報ネットワーク

•パート３
•次世代医療基盤法と地域連携パス



パート１
医療DX推進本部

医療DX推進本部初会合 2022年10月12日



デジタル化を通じた

変革であること
単なる業務改善
ではない・・・

マイナンバーはDXの一丁目一番地



激しい流れの河の
対岸に渡る

カイゼンで
はない！



医療ＤＸ推進本部スタート
2022年10月12日





医療DX推進本部の創設

•医療DX推進本部
• 本部長は総理

• 事務局を内閣官房に設置

• チーム長は厚生労働大臣

• 幹事役を厚労省医薬産業振興・医療情報審議官が務
める、これを当該審議官で支える組織体制をはかる

城克文 (じょうかつふみ)元経済課長
厚労省医薬産業振興・医療情報審議官

現在は医薬・生活衛生局長

経済課は
医薬産業振興・
医療情報企画課
と名称変更



医療DX推進本部の課題

①全国医療情報プラットフォーム

②電子カルテ情報の標準化

③診療報酬改定DX



①全国医療情報プラット
フォーム





オンライン資格確認制度
全国で医療情報を確認できる仕組み

マイナンバーカード





本人の閲覧同意が
あれば、

全国で医療情報を
確認できる仕組み
まだ医療機関の利
用は2割程度







eGFR
も分かる



eGFRが40です。
アシクロビル用量を減らされては・・・

そんなことは分かっとる！！



全国医療情報
プラットフォームの課題

ひも付けの魔物がいた・・・



7300件



紐づけができなかった理由

•同姓同名

•名前が新字体か旧字体の違い

•入力が全角と半角の違い

•結婚によって姓が変わった

•住所の地番と住所表示

•マイナンバーが提出されていなかった

•入力ミス





②電子カルテ情報の標準化

全国医療情報プラットフォーム





４文書
6情報





電子カルテの普及課題



2017年



  センチ    よ 



電子カルテの普及

•医療DX令和ビジョンでは2026年までに
80％、2030年までに100％を目指すことと
している。

•そして標準化された電子カルテの普及には
一般診療所や非DPC病院向に低廉で安全な
HL7FHIRに準拠したクラウド電子カルテの
開発と普及が必要だと述べている。

•このためには補助金などの施策が必要とし
ている。



全国医療情報プラット
フォームの実現には

HL7FHIRに準拠した

電子カルテの普及が必須



パート２
全国医療情報プラットフォーム
と地域連携ネットワーク



全国医療情報プラット
フォームとはEHRのこと

EHR（Electronic Health 
Records)とは・・・

健康情報や電子カルテ等の情報を集め、一定の
形式で要約し、継続的に蓄積し、全国的な規模
の情報ネットワークを通じて活用できるように

した情報プラットフォームのこと



全国EHRに乗り遅れた日本

• すでに先進諸国では2000年ころから健康情報や電子カルテ等の情報を
集め、一定の形式で要約し、継続的に蓄積し、全国的な規模の情報ネッ
トワークを通じて活用できるようにした健康医療情報基盤（EHR：
Electronic Health Record）が構築され、活用が進んでいる。

•活用方法として健康医療情報の一次利活用、2次利活用に分けられる

•１次利活用として救急受診時の患者情報閲覧や、医療機関間の情報連携
への活用など医療の効率化、また重複検査や重複処方、薬剤相互作用の
防止などの医療安全への貢献があげられる。

•２次利活用としては、医療のアウトカムやコスト分析を行い、医療の質
の評価などの医療機関の第三者評価への応用や、アウトカム情報からの
診療成果への支払い払い方式（Pay for Performance:P4P）への応用、コ
スト分析による政策立案など多岐にわたっている。

• EHRのためには情報交換規格の標準化が必要

•それがHL７



全国EHR構築の要件

情報交換規格の標準化 HL7







我が国では地域医療情報
連携システムがSSーMIX

で先行した







第１世代 第２世代

第３世代

2020年
全国234カ所



しかし、地域医療情報ネットワー
クは補助金の墓場となった・・・

• ICTを利用した全国地域医療連携の概況
（日医総研2017年度）
• 全国348カ所を対象に、2018年1月に調査

• 270カ所から回答（回答率77.6％）
• 2012年度154カ所から今回、継続が確認されたのは91カ
所（60％）、63カ所が消失した。

• 2012年度のシステム構築費の平均は1.24億円、「粗い計
算だが、63カ所の構築費合計78.5億円の地域医療連携シ
ステムが消えたということになる」（日総研関係者）

• 将来のシステム更新については59％が「未定」と回答、
「費用を工面するのに苦慮している様子がうかがえる」
（日医総研関係者）



これまでの地域医療情報ネッ
トワークの敗因
• ①地域医療現場での診療
ニーズが反映されていない

• 中核病院中心の企画で、開
業医の視点が反映されてい
ない

• ②1地域１電子カルテを前
提とし、診療所側からも診
療情報を提供する双方向通
信にこだわるあま 、診療
所側の負担となった。

• ③参加コスト並びに運営コ
ストが高い

あじさいネット松本武浩先生
長崎大学病院 医療情報部 副部長





全国版EHRと地域医療情報
ネットワークのと関係は？

全国版HERと地域医療情報ネットワー は

当面共存する予定



全国医療情報プラットフォーム 地域医療情報ネットワーク

運営主体と情
報のカバーす
る範囲

全国をカバーするオンライン 
格確認制度（支払基金、国保
連）
全国の情報をカバー

各地域医療情報ネットワー
 の218か所の運営主体
地域の情報をカバー

費用 無 補助金、医療機関の会費

情報共有の仕
組み

HL7FHIR SS-MIX

情報共有内容 レセプト・特定健診情報
電子処方箋情報、電子カルテの
４文書6情報、キー画像

詳細な電子カルテ情報、処
方情報、検査情報、画像情
報など



パート３
次世代医療基盤法と
地域連携パス

医療ビッグデーター法



2017年



ライフコース
 プローチ









（LDI)



FASTーHDJ







次世代医療基盤法の現状と課題

• 次世代医療基盤法の現状
• ①丁寧なオプトアウトによる同意取得が可能

• ②様々な主体から多様なデータを収集し名寄せすることが可能

• ③医療等情報利活用に際して倫理審査委員会の承認が不要

• 現行制度の課題
• ①個人識別をした長期的な追跡研究及び原データに立ち返った検証が困難

• ②希少疾患患者、画像、死者に関する医療情報の利活用が困難

• ③認定事業者が収集する医療情報量の少なさ

• 制度見直しの方向性
• ①仮名加工医療情報の利活用に係る仕組みの創設

• ②NDB（National Data Base）等の公的データベースとの連結

• ③医療等情報の利活用促進に関する施策への協力







次世代医療基盤法
2023年改正



2023年（令和5年）次世代医療基盤法改正





改正次世代
医療基盤法

個人情報へ
復元不能

個人情報へ
復元可能





医療分野における仮名加工情報
の保護と利活用に関する検討会

2022年4月13日





仮名化医療情報ユースケース

• 創薬研究・治療法開発
• ある医療機関・研究機関が特定の疾患に係る創薬研究・
治療法開発目的で取得した医療情報を、他の医療機関・
研究機関と共同で、当該特定の疾患には該当下に疾患に
係る創薬研究・治療法開発に活用する

• レジストリーデータを医薬品開発研究
• 学会等が保有する質の高いレジストリーデータを仮名化
した上で製薬企業に提供し、医薬品研究開発に活用する

• 希少疾患や難病の治療薬開発
• PMDAに対して薬事承認申請を行う際に、製薬企業が保
有するデータと医療機関が保有するデータの一致制⑧
データの信頼性）が確認できる形での活用

• 地域におけるクリティカルパスへの活用
• 地域連携 リテイカルパスの作成やそれに携わる関係者
の養成、地域医療の強化に活用する



改正次世代基盤法と
地域連携パス



大腿骨頚部骨折
シームレスケア研究会（2003年熊本）

• 研究会参加施設
• K病院（急性期特定病院）、S病院（急性期特定病院）、C病院（急
性期特定病院）

• N病院（回復期リハ）、S病院（回復期リハ）、K病院（回復期リ
ハ）、T医院（有床診療所）、K医院（無床診療所）

• 月１回会合（医師、看護師、理学療法士他）
• 会場：持ち回 

• ネットワー 診療ガイドライン作成

• データベース作成

• 連携パスの作成・改訂

http://tbn0.google.com/images?q=tbn:G45X3GY5umORCM:http://www.hosp.go.jp/~knh/kumabyo/nomuraka121.jpg

国立熊本医療センター整形
野村一俊先生

http://images.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.hosp.go.jp/~knh/kumabyo/nomuraka121.jpg&imgrefurl=http://www.hosp.go.jp/~knh/kumabyo/kumabyo1064.html&usg=__sCRODzREahOnsqBx6XOMONGT-fc=&h=247&w=197&sz=9&hl=ja&start=4&um=1&tbnid=G45X3GY5umORCM:&tbnh=110&tbnw=88&prev=/images?q=%E9%87%8E%E6%9D%91%E4%B8%80%E4%BF%8A&um=1&hl=ja&rlz=1T4SUNA_jaJP295JP295&sa=N


国立病院機構熊本医療センター連携パス

転
院
基
準
（術
後
合
併
症
な
し
）

退
院
基
準
（受
傷
前
歩
行
能
力
獲
得
）

人工骨頭 術後8週間
骨接合 術後10週間術後1～2週間

急性期病院 リハビリ病院



地域連携クリティカルパスの効果

• 患者家族の転院不安の解消
– 急性期病院から回復期リハビリテーション施設への転院に対する患
者・家族の不安・不満の解消が図られた

• 診療内容に関する病院間の説明の不一致の解消
– 診療内容に関する医療機関間での説明の不一致の解消が図られた

• 診療目標やプロセスの共有化
– 診療の目標やプロセスを医療機関間で共有することによ 、よ 効
果的で効率的な医療サービスの提供が行われた

• 平均在院日数の短縮化
– 急性期・回復期を通じての平均在院日数の短縮が図られた

• 電子化によ 情報共有とパス見直しの促進
– 電子化されたデータベースを作成したことによ 、容易に目標達成
状況等の分析を行うことが可能とな 、連携パスの見直しを通じて、
連携医療の質と効率の向上につなげていくことができるようになっ
た。



改正次世代基盤法により
地域連携パスのプロセス
分析やアウトカム分析が

可能となる



改正次世代医療基盤法と
地域連携パス

•プロセス分析
•総平均在院日数分析
•合併症率などバリ ンス分析

• ウトカム分析
•在宅復帰率、ADL改善効果など
• NDBと連結すればコスト ウトカム分析
も行える

•ベストプラ テイス分析
•地域連携パス分析によ 最も費用対効果
の高いパスを見出すことができる



まとめと提言
・医療DXは医療の構造改革を実現する
・全国医療情報プラットフォームは地域連携

DXと言える。
・全国医療情報プラットフォームと地域医療
情報ネットワー は共存する
・改正次世代医療基盤法は地域連携パスの
プロセス分析、 ウトカム分析に欠かせない



医療介護DX
～コロナデジタル敗戦からＡＩまで～

• 武藤正樹著
• DXやAIはこれからの医療・介
護に必須である。
本書はDXやAIに関心がある方、
これから学ぼうとする方へ基
礎をわか やすく解説した

• 発行：日本医学出版

• 2023年5月29日
• A5判
• 216ページ
• 定価 2,200円+税

地域連携DXにつ
いても記載

https://www.hanmoto.com/bd/search/publisher/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E5%87%BA%E7%89%88


ご清聴ありがとうございました

本日の講演  は武藤正樹のウェブサイトに公開し
てお ます。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで内科外来（月・木）、老健、在宅クリニック（金）を
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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